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１ 理事長によるメッセージ 

地方独立行政法人市立大津市民病院（以下「市民病院」といいます。）は、平成２９年４

月に地方独立行政法人となり、地域の中核病院として市民の期待に応え、適切な医療の提供

に努めてまいりました。 
 
市民病院は、令和４年度に第６事業年度を迎えました。 
 
第２期中期計画期間（令和３年度から令和６年度まで）の２年目となる令和４年度は、新

型コロナウイルス感染症が感染拡大してから３年目で、以前と比べ重症患者は減少したも

のの、患者が急増するときがありました。このような中、市民病院は、感染症指定医療機関

として大津保健医療圏域（以下「圏域」といいます。）で中心的な役割を果たしてきました。

具体的には、入院医療では、中等床以上の患者を中心に受け入れ、外来医療では、感染症Ｅ

Ｒを中心に２４時間体制で対応したほか、介護の必要な高齢者が療養するピアザ淡海へ当

院の医師、看護師及び薬剤師によるチームで往診を行いました。特に、感染者が増加した７

月から９月は、大津市消防局の救急車出動件数が大幅に増加する中、市民病院への救急車搬

送件数も急増しましたが、職員が一丸となって対応したことで、地域医療に大きく貢献して

まいりました。 
一方で、令和３年度末に起こった複数の医師が退職の意向を示した事案により、令和４年

度末までに外科、脳神経外科、泌尿器科、脳神経内科で従事する医師が退職しました。これ

により市民の皆様や地域の医療機関の皆様に多大な御心配をお掛けしましたが、新たな経

営体制の下、後任医師の確保や派遣元大学との連携により診療提供体制を維持するととも

に、地域の医療機関の皆様や地元自治会をはじめとする地域にお住まいの方へ丁寧な説明

に努めてまいりました。院内の体制は、当院の意思決定機関として新たに経営会議を立ち上

げ、意思決定のプロセスを明確にするとともに、院内の声をしっかりと聴き、これからの病

院運営に反映させることができるようにするために院長のほか、副院長を３人体制に整え

ました。 
 
市民病院は、圏域おける病院間連携及び病診連携の中心として 、市民や地域の医療ニー

ズを的確に捉え、圏域全体のバランスを考慮しながら、効果的な医療機能の充実を図り、医

療水準の向上に努め、市民の健康の維持及び増進に寄与してまいります。また、経営状況を

改善し、持続可能な病院経営の実現に取り組むことで、これからも公立病院としての責務を

果たしてまいります。 
 

地方独立行政法人市立大津市民病院   
理事長 河 内  明 宏      
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２ 法人の目的、業務内容 

（１）目的 

   市民病院は、地域の中核病院として、市民に救急医療及び高度医療を始め、良質で安

全な医療を継続的かつ安定的に提供するとともに、地域の医療機関との機能分担及び

連携を行うことにより、市民の健康の維持及び増進に寄与することを目的としていま

す。 

 

（２）業務内容 

   市民病院の業務内容は、次のとおりです。 

  ア 医療を提供すること 

  イ 医療に関する調査及び研究を行うこと 

  ウ 医療に従事する者に対する研修を行うこと 

  エ 医療に関する地域への支援を行うこと 

  オ 人間ドック、健康診断等の予防医療を提供すること 
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３ 法人の位置付け及び役割 

市民病院が担う医療機能は急性期で、地域医療支援病院としての役割を持っています。

また、滋賀県保健医療計画において公立病院としての役割を果たすことが求められてい

ることから、大津保健医療圏域（以下「圏域」という。）における病院間連携及び病診連

携の中心として、市民や地域のニーズを的確に捉え、圏域のバランスを考慮しながら、効

果的な医療機能の充実を図り、医療水準の向上に努めています。また、「信頼の絆でつな

がる、市民とともに歩む健康・医療拠点」の理念のもとに地域の中核病院として市民の健

康の維持及び増進に寄与し、市民から求められる医療の提供や、圏域での医療提供体制

を確保します。市民の健康寿命の延伸については、健診センターを通じ、積極的に関与し

ていきます。さらには、訪問看護ステーションによる在宅患者への３６５日対応可能な

サービスの提供や、緩和ケアでの取組などを実施します。 

加えて新興感染症については、感染症指定医療機関として圏域のみならず滋賀県全域

で感染症医療の連携を図りながら対応します。 
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４ 中期目標の概要 

（１）市民病院を取り巻く現状、目指すべき姿 

地方独立行政法人第２５条第１項の規定に基づき、大津市長が定めた地方独立行政

法人市立大津市民病院第２期中期目標（令和２年１２月策定、以下「第２期中期目標」

という。）で示す市民病院を取り巻く現状及び目指すべき姿の概要は、次のとおりです。 
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（２）第２期中期目標の概要 

   第２期中期目標の各項でのサマリーは、次のとおりです。 
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５ 理事長の理念や運営上の方針・戦略等 

（１）理事長の理念 

 地方独立行政法人市立大津市民病院は、信頼の絆でつながる、市民とともに歩む健

康・医療拠点であり続けます。 

 

（２）運営上の方針・戦略等 

 ・市民に寄り添い、健康をサポートします。 

 ・２４時間３６５日、常に安心して受診できる体制を整えます。 

 ・広域感染症発生時や大規模災害発生時に市民を支えます。 

 ・患者さんとともにあり、治し支える病院となります。 

 ・質の高い医療を提供し、地域のニーズに応えます。 

 ・予防から緩和までがんに強い病院であり続けます。 
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６ 中期計画及び年度計画の概要 

（１）第２期中期計画の概要 

  ア 構成及び各項でのサマリー 

    第２期中期計画の構成及び各項でのサマリーは、次のとおりです。 
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  イ 各項の要旨 

 第２期中期計画の各項の要旨は、次のとおりです。 
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（２）第２期中期計画の達成に向けた令和４年度計画の取組状況 

  ア 全体的な状況  

 第２期中期計画期間の２年目となる令和４年度は、令和３年度末に起こった複数

の医師が退職の意向を示した事案により、令和４年度末までの間に外科、脳神経外

科、泌尿器科、脳神経内科で従事する医師が退職しました。これにより、医師の退

職に伴う患者の流出（他院への紹介）が相次いだことに加えて、事実誤認による風

評で、患者数は、令和３年度と比較して延入院患者数で７．０％、新規入院患者数

で１４．２％の大幅に減少するなど、非常に厳しい経営環境でありました。 
このような中、法人の運営体制については、４月１８日に日野明彦氏を院長に、

１０月１日に河内明宏氏を理事長に迎え、新たな経営体制の下、後任医師の確保や

派遣元大学との連携により診療提供体制を維持し、病院運営を継続し、感染症指定

医療機関、地域医療支援病院としての役割を果たすことができました。 
新たに迎えた理事長と院長によるリーダーシップの下、将来を見据えた病院運営

に向け、市民や地域の医療機関からの信頼を再構築するために、年度を通じて様々

な取組を行いました。まずは、地域の医療機関に対し、理事長及び院長並びに新任

診療部長が積極的に訪問し、診療提供体制は整っていることを丁寧に説明しまし

た。また、地域住民に対し、理事長及び院長が市内の各自治連合会を訪問し、安心

して受診いただける状況であることを説明しました。さらに、広く市民に対し、市

民病院の現状を正しく知ってもらうために、新たな取組に関するホームページへの

適時掲載や、新理事長や新院長の人物像や安心して受診できる体制であることをチ

ラシや広報誌「つなぐ特別号」を作成し、市役所や支所に設置するなど、広報活動
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に尽力しました。合わせて、当院を来院した患者やその家族には真摯に向き合い、

親切で丁寧な医療を心掛け、これを着実に実行する努力を重ねた結果、令和４年度

下半期は上半期と比べ、延入院患者数は６．９％の増加、新規入院患者数は６％の

増加と取組が成果として現れつつあります。 
また、監事監査において、内部検証手続きに関して適切でなかったと指摘を受け

たことに対し、法人における内部統制の推進に関する制度を見直し、再構築しまし

た。この一環として、ハラスメント対策については、関係規程を改正し、同様の問

題が起こらないように体制を整備しました。意思決定過程の可視化に向けた改善策

については、病院運営の意思決定機関として、病院幹部の合議制による経営会議を

新たに設置し、そこで協議した内容を理事会に付議し、診療部長会議・所属長会議

にて公表する仕組みを構築し、風通しの良い院内環境を整備しました。 
財務状況として、損益面では、医業収支は医師の退職の影響を受け△１，５２０

百万円の損失となりましたが、国等の補助金等収益により、経常収支は＋９８８百

万円の利益を確保することができました。資金面では、令和３年度に引き続き、一

般診療と新型コロナウイルス感染症への対応を両立したことで、医師退職の影響で

医業収入は減少しましたが、国等の補助金等収入で年度期首より１，０８８百万円

増加しました。 
新興感染症対策においては、令和４年度も収束しなかったので、当該感染症罹患

患者及び疑似症患者に対し、外来では、感染症ＥＲを中心に２４時間体制で対応し

たほか、介護が必要な高齢者が療養するピアザ淡海へ当院の医師及び看護師、薬剤

師によるチームで往診を行いました。また、入院では、中等症以上の患者を中心に

受け入れました。特に、７月から９月に感染者が増加した第７波では、市内での救

急車出動件数とともに当院への救急車搬送者数も大幅に増加しましたが、不断の診

療を粘り強く対応した結果、地域医療の崩壊を回避することに寄与できました。 
令和４年度も、感染症指定医療機関としての役割を果たすために当院として全力

を尽くしたところでありますが、令和２年から感染を拡大してきた新型コロナウイ

ルス感染症は、感染症法上の位置付けが５類に移行します。これにより社会経済活

動の活発化が期待される一方で、これまでの感染防止の影響で市民の健康リスクの

高まりが懸念されます。このことから、市民の健康リスクの低減に向け、令和２年

度から休止していた大津市乳がん検診の日曜検診の再開や、人間ドックを受診する

利用者に対して希望者には鎮静下での上部内視鏡検査の実施、要精密検査対象者が

早期に治療できる仕組みを導入するなど、市民の健康増進や予防医療への取組強化

にも努めました。 
令和４年３月に総務省が示した「持続可能な地域医療提供体制を確保するための

公立病院経営強化ガイドライン」への対応については、市と協議の上、対応が必要

な事項について市民病院の経営強化プランの要旨と概要をとりまとめ、大津保健医
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療圏域における地域医療構想調整会議で地域の医療機関等へ説明し、合意を得るこ

とができました。 

 

  イ 項目別の状況  

第１ 年度計画の期間 

 令和４年４月１日～令和５年３月３１日 

 

第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成す

るためとるべき措置 

１ 市民病院としての役割 

（１）５疾病に対する医療の提供 

５疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病、精神疾患）に対する医療を提

供するため、治療方法の適切な組み合わせ（手術、化学療法、放射線治療）でが

ん診療を提供するなど、地域における中核的な急性期病院の役割を果たしました。 

 

（２）４事業に対する医療の確保 

４事業（救急医療、災害医療、小児医療、周産期医療）のうち救急医療では、感

染症ＥＲで発熱患者の受け入れを積極的に行うなど、地域医療の崩壊を回避する

ことに寄与しました。災害医療については、院内災害訓練を３年ぶりに実施しま

した。小児医療については、専門分野を持つ専門医が地域の医療機関と連携を図

りながら診療を行いました。また新型コロナウイルス感染症を含む発熱患者は感

染症ＥＲにて診療を行い、必要時に入院加療も行いました。周産期医療について

は、休止している分娩について、引き続き地域の専門医療機関と連携をとってい

ます。 

 

（３）在宅医療・介護との一層の連携強化 

訪問患者件数は減少していますが、当院医師と在宅医、訪問看護師が連携し、

緊急訪問後当院に入院させたケースは令和３年度に比べて令和４年度は増加しま

した。 

 

（４）感染症医療の充実及び強化 

感染症指定医療機関として、県と連携しながら新型コロナウイルス患者の受け

入れを積極的に行いました。また、県指定の陽性者宿泊療養施設にも当院の医師

及び看護師、薬剤師を派遣し、診察を行いました。 

 

（５）健康増進及び予防医療の充実及び強化 
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健診センターにおいて、新たな取組として、当院と契約を締結している企業、

団体及び健康保険組合等を訪問し、健診の現状や要望等のヒアリングを行い、健

診受診者数の増加に努めました。また、大津市乳がん検診の日曜検診の再開や、

人間ドック受診者の内、希望者に対して鎮静化での上部内視鏡検査を始めました。 

 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

（１）地域で果たすべき役割 

地域の医療機関から求められた場合は病床の使用状況を考慮のうえ、積極的に

患者を受け入れました。また、新型コロナウイルス感染症患者に関しても県と連

携を取りながら受け入れを行いました。 

 

（２）地域医療支援病院としての役割 

地域の医療機関との機能分担と連携を一層強化し、紹介及び逆紹介をより円滑

に進めました。 

 

（３）医療機関との連携強化 

大津市の保健福祉部門を始め、関係行政機関、大津市医師会等と引き続き連携

を図りました。特に「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経

営強化ガイドライン」に基づき、市との協議の上、経営強化プランの要旨と概要

をとりまとめ、大津保健医療圏域における地域医療構想調整会議で説明し、合意

を得ることができました。 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

（１）市民・患者の求める医療サービスの提供 

患者満足調査を実施し、当院の診療提供体制についてどのような意見があるの

か調査し、意見については院内会議にて周知を行い、今後の患者サービスの向上

に努めました。 

 

（２）患者サービスの向上 

 新規採用職員研修の一環としてビジネスマナー研修を実施、全職員を対象とし

た接遇研修を実施し、患者サービス向上に努めました。 

 

４ 医療の質の向上 

（１）医療の安全の徹底 

令和５年４月の日本医療機能評価機構による病院機能評価受審に向けて各部署

の体制を確認するとともに、受審への意識を向上させました。医療安全に対して
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は、医療安全カンファレンス、医療安全管理対策委員会を定例で開催し、医療事

故を分析、再発防止対策の充実を図りました。感染対策に対しては、感染管理室

と感染対策チーム及び抗菌薬適正使用支援チームが連携しながら、感染対策の構

築及び強化に取り組みました。 

 

（２）診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

医療資源投入量のベンチマークを提示し、他院に比べて多く使用している材料

に関しては、クリニカルパスの見直しを指示しました。 

 

（３）チーム医療の充実 

 入退院センターで患者サービスの向上・業務の効率化を目指して多職種で入院

前から計画的な支援を行い、情報を共有し入院前から円滑な退院支援の調整を実

施しました。 

 

第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

（１）原価計算を基にした業務運営の改善 

 院内で按分基準を設定し、原価計算システムの試行版を作成しました。 

 

（２）診療科目の適正化 

 診療科の適切な運営に向け、理事長、院長が診療部長に近隣病院の疾患別診療

状況や全国同等規模病院のベンチマーク等を用いてヒアリングを実施しました。 

 

（３）病床数の適正化 

新型コロナウイルス感染症患者数に応じて病床の確保及び運用を行い、急性期

医療を提供しました。 

 

（４）労働生産性の向上 

経営会議及び理事会にて診療科別の医師一人当たり診療収入について、改善策

を議論しました。 

 

（５）効率的かつ効果的な設備投資 

老朽化医療機器及び備品の更新を行うとともに、補助金を活用して新型コロナ

ウイルスの検査機器や感染対策に資する設備及び備品の整備を進めました。 

 

２ 経営管理機能の充実 
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（１）業務運営体制の強化 

 法人における内部統制の推進に関する制度を見直すとともに、再構築し、経営

幹部による病院の意思決定機関として経営会議を新たに設置しました。 

 

（２）業務管理（リスク管理）の充実 

医療の質の向上について病院機能評価の項目を準拠した内部監査を実施し、医

療の質や内部統制の機能を確認しました。コンプライアンスについては、ハラス

メント相談があった場合の対応・調査フローを刷新しました。 

 

３ 組織運営体制の強化と職員の意識変革 

（１）組織運営体制の強化 

令和４年度に理事長、院長が新たに着任し、組織運営及び診療提供体制の維持

に努めました。また、事務職における幹部職員育成を促進するために、昇格基準を

見直しました。 

 

（２）職員の意識変革 

 「持続可能な地域医療提供体制を確保するための公立病院経営強化ガイドライ

ン」に基づいた計画の作成を進めるとともに、病院職員に対し経営講習会を開き

当院の現状を情報共有しました。 

 

（３）計画的で効果的な人材育成 

法人全体に共通する「法人研修」、職種別、階層別といった区分ごとに職務の遂

行に必要な知識、技能等を習得させることを目的とする「職場研修」、職員が自ら

の職務遂行能力の向上を図ることを目的とする「自主研修」を実施しました。 

 

第４ 財務内容の改善に関する事項 

 新型コロナウイルス感染症の影響等により収益の落ち込みがあったことや費用

では、人件費や経費の減少が僅かであったため、収支バランスの適正化に至りま

せんでした。なお、新型コロナウイルス感染症対応に伴う補助金収益により、損

益については利益を、資金については増加を計上することができました。 

 

１ 収支バランスの適正化 

（１）収入の安定的確保及び収益の最適化 

令和４年診療報酬改定にて新設された加算項目については、迅速に届出を行い

早期に算定開始できるよう対応しました。また、保険審査専門部会を月１回開催

し、査定に対する検討および再審査請求や、各診療科医師への周知等に努めまし
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た。さらに、クリニカルパスを用いた医療行為の標準化を継続して行い、収益の最

適化を図りました。 

 

（２）支出及び費用の抑制 

 人件費の適正化として、働き方改革における医療職間のタスクシフトの推進を

行いました。材料費の削減については、契約先のベンチマークを利用しながら納

入業者との価格交渉を行いました。 

 

２ 運営費負担金 

政策的医療については、総務省の通知に基づいて金額を算定し、大津市と算定方

法について協議することで、金額抑制に努めました。 

 

３ 計画期間内の収支見通し 

理事会において、年度計画の主要な指標の達成状況を報告するとともに、今後の

改善に向け、院内で情報共有しました。また、四半期毎に評価委員会に対して報告

を行いました。 

 

  ウ 項目別の主な年度計画値と実績値の対比 

項  目 年度計画値 実績値 備考 

Ⅰ 第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 市民病院としての役割 

がん手術件数 

化学療法件数 

放射線治療件数（新規患者に係るも

のに限る。） 

緩和ケア病棟利用患者数 

脳卒中患者数 

血栓溶解療法件数 

血栓回収療法件数 

外来での脳血管疾患リハビリテーシ

ョン実施患者数 

入院での脳血管疾患リハビリテーシ

ョン実施患者数 

急性心筋梗塞患者数 

急性心筋梗塞患者の病院到着後 ９

５７５件以上 

２，０４７件以上 

１１５件以上 

 

２１６人以上 

２０１人以上 

６件以上 

６件以上 

２，１００人以上 

 

１１，２７９人以上 

 

４３人以上 

７２．９％以上 

３８７件 

１，８５８件 

６６件 

 

１７０人 

１５８人 

２件 

０件 

１，５５７人 

 

７，００９人 

 

２８人 

３３.３％ 

△１８８ 

△１８９ 

△４９ 

 

△４６ 

△４３ 

△４ 

△６ 

△５４３ 

 

△４，２７０ 

 

△１５ 

△３９．６ 
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０分以内の初回ＰＣＩ実施割合 

ＰＣＩ実施件数 

冠動脈ＣＴ検査件数 

外来での心大血管疾患リハビリテー

ション実施患者数 

入院での心大血管疾患リハビリテー

ション実施患者数 

糖尿病・慢性腎臓病患者への栄養管

理実施割合 

糖尿病透析予防指導及びフットケア

の実施件数 

通院精神療法の算定数 

入院精神療法の算定数 

救急車搬送入院患者数 

救急車搬送受入件数 

救急車受入要請件数 

救急搬送応需率 

救急入院患者数 

救急入院患者割合 

救急ストップ時間 

小児科入院患者数 

小児科救急受入件数 

小児科外来患者数 

小児科紹介患者数 

特定看護師数 

在宅医療機関及び介護関係機関訪問

件数 

感染管理認定看護師数 

市民向け公開講座開催回数 

市民向け公開講座延べ受講者数 

健診センター総受診者数 

人間ドック受診者数 

がん検診受診者数 

乳がん検診受診者数 

胃がん検診（内視鏡）受診者数 

子宮がん検診受診者数 

 

１４５件以上 

３３５件以上 

２，６２２人以上 

 

２，５４２人以上 

 

８１．６％ 

 

６０９件以上 

 

６，７７７件以上 

８１８件以上 

１，３８８人以上 

３，４９８件以上 

３，５２５件以上 

９９．２％以上 

２，５８１人以上 

１７．６％以上 

２９時間以下 

２，４２５人以上 

２，１６２件以上 

９，７９４件以上 

４７４人以上 

３人以上 

８,１９１件以上 

 

３人以上 

１０回以上 

６４０人以上 

１２，０６３人以上 

３，３５２人以上 

４，２５６人以上 

１，２６４人以上 

５９人以上 

７８人以上 

 

１０６件 

２６０件 

１，９１３人 

 

２，７０９人 

 

４５.８％ 

 

３７１件 

 

９,４０８件 

９６４件 

１，４９０人 

４，１６７件 

４，３４０件 

９６．０％ 

２，２８９人 

１３．６％ 

４２０時間 

１，１３３人 

１，９７７人 

８，８５９人 

３９４人 

５人 

６，７９６件 

 

２人 

６回 

２４８人 

６，３８５人 

２，１８４人 

１，５２８人 

４２３人 

１８４人 

２３０人 

 

△３９ 

△７５ 

△７０９ 

 

＋１６７ 

 

△３５．８ 

 

△２３８ 

 

＋２，６３１ 

＋１４６ 

＋１０２ 

＋６６９ 

＋８１５ 

△３．２ 

△２９２ 

△４．０ 

（△）＋３９１ 

△１，２９２ 

△１８５ 

△９３５ 

△８０ 

＋２ 

△１，３９５ 

 

△１ 

△４ 

△３９２ 

△５，６７８ 

△１，１６８ 

△２，７２８ 

△８４１ 

＋１２５ 

＋１５２ 
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肺がん検診受診者数 

大腸がん検診受診者数 

２，３５１人以上 

５０４人以上 

３１４人 

３５５人 

△２，０３７ 

△１４９ 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

紹介率 

逆紹介率 

地域医療機関訪問回数 

地域医療機関向け研修実施回数 

８０．０％以上 

１０４．９％以上 

３００回以上 

５０回以上 

６６．６％ 

１００．３％ 

３０７回 

８回 

△１３．４ 

△４．６ 

＋７ 

△４２ 

３ 市民・患者への医療サービス 

外来に係る患者満足度調査の「満足」

及び「やや満足」と回答した者の割合

の合計値 

入院に係る患者満足度調査の「満足」

及び「やや満足」と回答した者の割合

の合計値 

患者満足度調査における相談体制に

関する項目の「満足」及び「やや満足」

と回答した者の割合の合計値 

接遇研修会実施回数 

接遇研修会受講時アンケートの「参

考になった」と回答した者の割合 

患者満足度調査における接遇に関す

る項目の「満足」及び「やや満足」と

回答した者の割合の合計値 

患者満足度調査における医師の応対

と説明に関する項目の「満足」及び

「やや満足」と回答した者の割合の

合計値 

患者満足度調査におけるＡＣＰに関

する項目の「満足」及び「やや満足」

と回答した者の割合の合計値 

８５．７％以上 

 

 

９３．２％以上 

 

 

９０．０％以上 

 

 

２回以上 

９１．０％以上 

 

９０．０％以上 

 

 

９０．０％以上 

 

 

 

８０．０％以上 

７４．０％ 

 

 

８８．３％ 

 

 

８２．９％ 

 

 

１回 

９１．８％ 

 

８７.８％ 

 

 

８７．４％ 

 

 

 

― 

△１１.７ 

 

 

△４．９ 

 

 

△７．１ 

 

 

△１ 

＋０．８ 

 

△２.２ 

 

 

△２．６ 

 

 

 

― 

４ 医療の質の向上 

医療安全研修会開催回数  

医療安全研修会に係る受講者満足度

調査の「満足」及び「やや満足」と回

答した者の割合の合計値 

クリニカルパス適用患者割合  

１２回以上 

７７．０％以上 

 

 

４９．１％以上 

６回 

９０.９％ 

 

 

５２．０％ 

△６ 

＋１３.９ 

 

 

＋２．９ 
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Ⅱ 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

医師１人１日当たり診療収入 

医師１人１日当たり入院患者数 

２５５．５千円以上 

２．９人以上 

２１３．２千円 

２．２人 

△４２．３ 

△０．７ 

２ 経営管理機能の充実 

― ― ― ― 

３ 組織運営体制の強化と職員の意識変革 

― ― ― ― 

Ⅲ 第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 収支バランスの適正化 

単年度資金収支 

医業収支比率 

経常収支比率 

営業費用対医業収益等 

入院診療単価 

平均在院日数 

ＤＰＣⅡ期間以内患者割合 

手術件数 

病床稼働率 

ＩＣＵ稼働率 

延べ入院患者数 

新規入院患者数 

新規入院患者数のうちＩＣＵ患者数 

新規入院患者数のうち一般病棟新規

患者数 

外来診療単価 

外来患者数  

職員給与費対医業収益等 

材料費比率 

後発医薬品指数 

委託費比率 

２６百万円以上 

１０１．６％以上 

１０５．６％以上 

１０５．９％以下 

６２，０９９円以上 

１３．２日以下 

５７．９％以上 

３，６９３件以上 

８７．０％以上 

１１８．４％以上 

１２２，６０５人以上 

８，６６４人以上 

３６５人以上 

８，１４７人以上 

 

１５，８８３円以上 

１９８，４１０人以上 

５８．２％以下 

２１．８％以下 

９４．０％以上 

１１．３％以下 

９８８百万円 

８６．５％ 

１０７．７％ 

１２４．４％ 

６４，５１９円 

１４．７日 

６０．１％ 

２，４１９件 

７０．２％ 

９４．７％ 

１００，７２４人 

６，４４５人 

３００人 

６，０８５人 

 

１６，４８７円 

１８０，８７１人 

７２．３％ 

２２．２％ 

９４．１％ 

１２．７％ 

＋９６２ 

△１５．１ 

＋２．１ 

（△）＋１８．５ 

＋２，４２０ 

（△）＋１．５ 

＋２．２ 

△１，２７４ 

△１６．８ 

△２３．７ 

△２１，８８１ 

△２，２１９ 

△６５ 

△２，０６２ 

 

＋６０４ 

△１７，５３９ 

（△）＋１４．１ 

（△）＋０．４ 

＋０．１ 

（△）＋１．４ 

注 詳細については、「令和４年度の業務実績に関する小項目評価結果報告書」をご確認

ください。 
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７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況 

 

（２）役職員等の状況 

氏名 役職 任期 担当及び経歴 

河内 明宏 理事長（常勤） R4.10.1 ～ R7.3.31  

日野 明彦 理事（常勤） R4.4.18 ～ R6.4.17 院長 

渡邉 良子 理事（常勤） R3.4.1  ～ R5.3.31 看護局長 

傍島 公男 理事（非常勤） R3.5.1  ～ R5.4.30 元大津市会計管理者 

北野 博也 理事（非常勤） R3.4.1  ～ R5.3.31 社会医療法人誠光会 理事長 

三木 恒治 理事（非常勤） R4.4.1 ～ R6.3.31 済生会滋賀県病院 院長 

岡林 哲男 理事（非常勤） R3.4.1  ～ R5.3.31 公認会計士、税理士 

田中 正志 監事（非常勤） R3.7.1  ～ R7.6.30 公認会計士、税理士 

野嶋 直 監事（非常勤） R3.7.1  ～ R7.6.30 弁護士 

注 理事長と監事は大津市長が任命し、理事は理事長が任命する。役員の任期は、 
理事長が４年、理事は２年、監事は４年。 

   役員が欠けた場合の補欠の役員の任期は、前任者の在任期間。 
 
（３）職員の状況（令和５年３月３１日現在） 

ア 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む。） 

８６８人（出向者の数含む、前年比＋１５人） 
※内訳：医師１１２人、看護師４５０人、医療技術員１５０人、その他１５６人 
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イ 平均年齢 

  ４２．５歳 
ウ 法人への出向者の数 

６人 
 
（４）重要な施設等の整備等の状況（主なもの） 
  ア 当事業年度中に建替及び整備が完了した主要施設等 
    本館棟 エレベータ改修 
        高圧変電設備機器改修 
        医療ガス設備改修 
        電話交換機器改修 
    別館棟 エレベータ改修 
    その他 院内保育所整備 
  イ 当事業年度において建替中の主要施設等の新設・拡充 
    なし 
  ウ 当事業年度中に処分した主要施設等 
    なし 
 
（５）純資産の額及び出資者ごとの出資額（単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 
出資金  ２６２ － － ２６２ 
資本剰余金  ０ － － ０ 
利益剰余金  ４，１４１ ８６７ － ５，００７ 

 注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 
（６）財務の状況 

ア 財源の内訳（補助金、運営費交付金、借入金、債券発行等） 
区 分 金額（単位：百万円） 構成比率（％） 

収入    
業務収入 １３，０５３ ９１．５ 
その他収入 １，２１０ ８．５ 

 合 計 １４，２６４  
イ 自己収入に関する説明 

市民病院では、医療サービスを提供することで、９，７７５百万円の自己収入を得

ています。この自己収入は、診療報酬等の診療業務収益９，７０６百万円、訪問看護

ステーション収益６９百万円となっています。 
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（７）社会及び環境への配慮等の状況 
市民病院は、社会及び環境への配慮の方針として、滋賀県低炭素社会づくりの推進に

関する条例に基づき、温室効果ガスの排出削減に取り組むこととしています。取組の結

果として令和４年度においては経済産業省資源エネルギー庁よりエネルギー使用の合

理化等に関する法律（省エネ法）に基づいた事業クラス分け評価で最高位であるＳラン

クに認証されました。 
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８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

   市民病院では、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、定款第１条の目

的を有効かつ効率的に果たすために定める内部統制の推進に関する規程に基づき、法

人の業務の適正な実施を阻害する要因をリスクとして識別、分析評価し、当該リスクへ

の適切な対応を選択します。 

  〔体系図〕 
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（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

市民病院では、監事監査、内部監査、会計監査、第三者機関による病院機能の監査等

により業務運営上の課題・リスクの確認を行い、改善に取り組んでいます。また、業務

範囲の網羅性を確保したうえで、直面するリスクを洗い出し、洗い出したリスクの規

模・特性を踏まえ、管理対象とするリスク管理を継続的に実施出来るように今後取り組

む予定です。 

発生が想定されるリスクの一覧は、次のとおりです。 

リスクカテゴリー リスク項目 

医療事故等リスク 医療事故による患者死亡等、不適切な対応 

患者生命に支障のない医療事故 

設備･機械の損傷･故障 

施設管理ミスによる病院利用者の死傷事故 

院内感染（患者・医療者） 

病院食による患者の食中毒 

法令等違反リスク 大量の個人情報漏洩 

情報資産の漏洩・流出 

針刺し事故等労働災害 

医療廃棄物の違法処理・不法投棄 

セクハラ･パワハラ等 

倫理規程・就業規則等違反 

職員不祥事（飲酒運転等業務外） 

反社会的勢力との関わり 

贈収賄 

主務官庁、設立団体への虚偽報告 

資産損失リスク 不適切な契約 

現金や金券の盗難 

領収書の不正発行による着服 

医薬品・診療材料の安易な失敗廃棄 

医薬品・診療材料の不正持ち出し 

現金の過不足の発生（会計処理） 

診療費の不払い（回収不能） 

システムリスク 情報システムの障害・破壊による業務中断 

ウイルス汚染（システム） 

事務処理リスク 診療報酬改定内容のフォロー不足 

算定基準の充足要件確認不足 

請求前のレセプトチェック不備 
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加算項目の算定漏れ 

苦情・クレーム処理（対応困難な患者の対応） 

経営プロセスリスク 施設・設備投資失敗 

人材流失（引き抜き、集団退職） 

外部環境リスク 地震・津波 

台風・集中豪雨 

火災爆発 

水・電気供給等停止事故 

暴力行為・不審者侵入 

風評による病院イメージ低下 

医療制度・介護保険制度変更 

診療報酬マイナス改定 

購買物品の高騰 

競合病院開業 
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９ 業績の適正な評価の前提情報 

（１）地域で必要とされている医療の提供 

市民病院の特徴は、予防から治療までの医療サービスの提供に取り組み、かつ地域に

おいて必要とされる在宅医療・介護に関して訪問看護サービスの提供を行っているこ

とであり、地域包括ケアシステムの要として市民の多様なニーズに応えています。 

特に、救急医療、感染症医療、在宅医療の後方支援、健康増進・予防医療などに積極

的に取り組み、市民が安心して暮らせる地域づくりに貢献しています。 

 

（２）質の高い人材の育成・確保 

診療機能の維持・強化のため、医師の派遣元大学との密接な連携の強化に努め、広く

人材を外部に求めることにより、医師を始め、看護職員、薬剤師その他医療職の確保に

努めています。 あわせて、チーム医療を支える認定医・認定看護師などの高い専門性

を持った有資格者の育成に努めるとともに、診療報酬制度を熟知した人材の確保並び

に医療経営に長たけた人材の育成及び確保についても、将来的な院内配置を見据え、計

画的に推進しています。 
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１０ 業務の成果と使用した資源との対比 

（１）自己評価 

項  目 小項目 

評価※ 

行政コスト 

（百万円） 

Ⅰ 第２ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

１ 市民病院としての役割 

⑴ ５疾病に対する医療の提供 
⑵ ４事業に対する医療の確保 
⑶ 在宅医療・介護との一層の連携強化 
⑷ 感染症医療の充実及び強化 
⑸ 健康増進及び予防医療の充実及び強化 

２ 

２ 

２ 

４ 

２ 

１１，２７０ 

２ 地域の病院、診療所等との機能分化及び連携強化 

 ⑴ 地域で果たすべき役割 

⑵ 地域医療支援病院としての役割 

⑶ 関係機関との連携強化 

３ 

２ 

３ 

 

３ 市民・患者への医療サービス 

 ⑴ 市民・患者の求める医療サービスの提供 

⑵ 患者サービスの向上 

２ 

２ 

 

４ 医療の質の向上 

 ⑴ 医療の安全の徹底 

⑵ 診療データ分析による医療の質と効率性の標準化 

⑶ チーム医療の充実 

３ 

３ 

３ 

 

Ⅱ 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 経営の効率化 

 ⑴ 原価計算を基にした業務運営の改善 

⑵ 診療科目の適正化 

⑶ 病床数の適正化 

⑷ 労働生産性の向上 

⑸ 効率的かつ効果的な設備投資 

３ 

３ 

３ 

２ 

３ 

 

２ 経営管理機能の充実 

 ⑴ 業務運営体制の強化 

⑵ 業務管理（リスク管理）の充実 

３ 

３ 

 

３ 組織運営体制の強化と職員の意識変革 

 ⑴ 組織運営体制の強化 

⑵ 職員の意識変革 

３ 

３ 
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⑶ 計画的で効果的な人材育成 ３ 

Ⅲ 第４ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 収支バランスの適正化 

  前文 

⑴ 収入の安定的確保及び収益の最適化 

⑵ 支出及び費用の抑制 

３ 

２ 

２ 

 

２ 運営費負担金 

 運営費負担金 ３  

３ 計画期間内の収支見通し 

 計画期間内の収支見通し ３  

法人共通 １，６１７ 

合計 １２，８８７ 

 注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 ※ 詳細につきましては、業務実績等報告書を御確認ください。 

 

（２）当中期目標期間における設立団体による過年度の総合評価の状況 

大項目 ／ 大項目評価※ 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

第２ 市民に対して提供するサービスそ

の他の業務の質の向上に関する目標を達

成するためとるべき措置 

Ｃ    

第３ 業務運営の改善及び効率化に関す

る目標を達成するためとるべき措置 
Ｃ    

第４ 財務内容の改善に関する目標を達

成するためとるべき措置 
Ｃ    

 ※設立団体の大項目評価基準は、次のとおりです。 

評価 基 準 

Ｓ 
特筆すべき進捗状況にある。 

（全ての小項目の評価が３から５まで、かつ、評価委員会が特に認める場合） 

Ａ 
計画どおり進んでいる。 

（全ての小項目の評価が３から５まで） 

Ｂ 
おおむね計画どおり進んでいる。 

（項目の評価において、３から５までが８割以上） 

Ｃ 
やや遅れている。 

（小項目の評価において３から５までが５割以上８割未満） 

Ｄ 遅れている。 
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（小項目の評価において３から５までが５割未満） 

Ｅ 
重大な改善すべき事項がある。 

（評価委員会が特に認める場合） 
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１１ 計画と実績との対比 

   令和４年度計画における第５以降の実績等は、次のとおりです。 

［第５ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画］ 

（１） 予算（令和４年度）（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 

差 額 

（決算-計画） 

主な理由など 

収入     

 営業収益 １２，６６７ １４，６２１ １，９５４  

  医業収益 １１，０１３ ９，８９３ △１，１２０ 新型コロナウイルスによ

る影響 

  運営費負担金収益 １，６２４ １，３７０ △２５４ 交付区分の変更によるもの 

  その他営業収益 ３０ ３，３６１ ３，３３１ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

 営業外収益 ２０７ ５４８ ３４１  

  運営費負担金収益 ８５ ９０ ５  

    運営費交付金収益 － ２４９ ２４９ 交付区分の変更によるもの 

  その他営業外収益 １２２ ２１０ ８８  

資本収入 ９８８ ５９５ △３９３  

  長期借入金 ９８８ ４８１ △５０７  

  補助金 ０ １１４ １１４  

 計 １３，８６２ １５，７６４ １，９０２  

支出     

 営業費用 １１，５６８ １１，５８４ １６  

  医業費用 １０，６８６ １０，７０３ １７  

   給与費 ６，４３９ ６，７６０ ３２１ 新型コロナウイルス感染症対応

等職員数増による増加 

   材料費 ２，６９４ ２，３５３ △３４１ 収入減に伴うもの 

   経費 １，５３４ １，５７６ △８９８ 収入減に伴うもの 

   研究研修費 １９ １４ △５  

  一般管理費 ８８２ ８８０ △２  

   給与費 ２２５ ２４４ １９  
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   経費 ６５７ ６３６ △２１  

営業外費用 １２８ １３５ ７  

臨時損失 ３００ ０ △３００  

 資本支出 １，８４０ ２，９５７ １，１１７  

  建設改良費 ７９２ １，９２３ １，１３１  

  償還金 １，０４８ １，０２７ △２１  

  貸付金 － ７ ７  

 計 １３，５３６ １４，６７５ １，１３９  

  注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 

 

（２） 収支計画（令和４年度）（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 

差 額 

（決算-計画） 

主な理由など 

収入の部 １３，１７４ １３，７５４ ５８０  

 営業収益 １２，９７８ １３，１８８ ２１０  

  医業収益 １１，２１９ ９，７５０ △１，４６９ 新型コロナウイルスによ

る影響 

運営費負担金収益 １，６２４ １，３７０ △２５４ 交付区分の変更によるもの 

  資産見返補助金等戻入 １０７ １６３ ５６  

  その他営業収益 ２９ １，９０４ １，８７５ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

 営業外収益 １９６ ５６５ ３６９  

  運営費負担金収益 ８５ ９０ ５  

  運営費交付金収益 － ２４９ ２４９ 交付区分の変更によるもの 

  その他営業外収益 １１１ ２２７ １１６  

 臨時利益 － １ １  

支出の部 １２，７４５ １２，８８７ １４２  

 営業費用 １１，８７５ １２，１２４ ２４９  

  医業費用 １１，０４３ １１，２７０ ２２７  

   給与費 ６，２９９ ６，７９１ ４９２ 新型コロナウイルス感染症対応

等職員数増による増加 
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   材料費 ２，４４４ ２，１６８ △２７６ 収入減に伴うもの 

   経費 １，３４８ １，４３３ ８５  

   減価償却費 ９３５ ８６５ △７０  

   研究研修費 １７ １３ △４  

  一般管理費 ８３２ ８５４ ２２  

   給与費 ２２５ ２５４ ２９  

   経費 ５７７ ５７０ △７  

   減価償却費 ３０ ３０ ０  

 営業外費用 ５９６ ６４１ ４５  

 臨時損失 ２７４ １２３ △１５１  

純利益 ４２９ ８６７ ４３８  

 総利益 ４２９ ８６７ ４３８  

  注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 

 

（３） 資金計画（令和４年度）（単位：百万円） 

区  分 計 画 額 決 算 額 

差 額 

（決算-計画） 

主な理由など 

資金収入 １６，６１１ ２１，３１２ ４，７０１  

 業務活動による収入 １２，８６３ １５，１６９ ２，３０６  

  診療業務による収入 １０，９３９ ９，８７２ △１，０６７ 新型コロナウイルス感染

症による影響 

運営費負担金等による 

収入 

１，７０９ １，７０９ ０  

  その他の業務活動に 

よる収入 

２１５ ３，５８８ ３，３７３ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

 投資活動による収入 － １１５ １１５  

補助金等収入 － １１４ １１４ 新型コロナウイルス感染

症関連補助金 

  貸付の回収による回収 － １ １  

財務活動による収入 ９８８ ４８１ △５０７  

長期借入れによる収入 ９８８ ４８１ △５０７  
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前年度繰越金 ２，７６０ ５，５４８ ２，７８８  

資金支出 １６，６１１ ２１，３１２ ４，７０１  

 業務活動による支出 １１，７７５ １１，８８１ １０６  

  給与費支出 ６，６６４ ６，９７８ ３１４ 新型コロナウイルス感染症対応

等職員数増による増加 

  材料費支出 ２，４４９ ２，１３７ △３１２ 収入減に伴うもの 

  その他の業務活動に 

よる支出 

２，６６２ ２，７６６ １０４  

投資活動による支出   ８９９ １，６６４ ７６５  

  固定資産の取得に 

よる支出 

６２７ １，６５４ １，０２７ 新型コロナウイルス感染

症関連設備投資 

その他の投資活動に 

よる支出 

２７２ １０ △２６２  

 財務活動による支出 １，１５１ １，１３１ △２０  

  移行前地方債償還債務 

の償還による支出 

７６３ ７６３ ０  

長期借入金の償還 

による支出 

２８５ ２６４ △２１  

  その他の財務活動に 

よる支出 

１０３ １０４ １  

次年度繰越金  ２，７８６ ６，６３７ ３，８５１  

 注 計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 

 

［第６ 短期借入金の限度額］ 

  短期借入金の実績はありません（限度額は２，０００百万円）。 

 

［第７ 重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画］ 

  ありません。 

 

［第８ 剰余金の使途］ 

    前期末の未処分利益２，９３１百万円について、積立金に処分しました。なお、当期
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純利益は８６７百万円でした。 

 

［第９ 料金に関する事項］ 

   ＢＣＧワクチン、新型コロナウイルス感染症における中和抗体薬をワクチン単価、接

種コストを勘案し、新規採用しました。 

 また、診療報酬改定により金額改正のあった初診時及び再診時選定療養費の額を変

更しました。 

選定療養費     改定前      改訂後 

初診時（医科）  ５，５００円   ７，７００円 

再診時（医科）  ２，５００円   ３，３００円 

初診時（歯科）  ３，３００円   ５，５００円 

再診時（医科）  １，５００円   ２，０９０円 

 

［第１０ 地方独立行政法人市立大津市民病院の業務運営、財務及び会計並びに人事管

理に関する規則（平成２８年大津市規則第１０３号）第６条で定める事項］ 

１ 施設及び設備に関する計画（令和４年度）（単位：百万円） 

【関連指標】  

内 容 実績額 財 源 

施設整備   ８３ 長期借入金、一部運営費負担金及び補助金 

医療機器整備 ５５１ 長期借入金、一部補助金 

 

２ 人事に関する計画  

感染症指定医療機関として新型コロナウイルス感染症患者の診療機能維持・強化

のため、必要な看護師を期首に増員配置しました。また、既に取得している加算を維

持するため、看護補助者等について、派遣職員から直雇用に切り替えを進めました。 

組織の見直しにおいては、地域連携業務の一体化のため、４部門（地域医療連携室、

患者相談支援室、入退院センター、訪問看護ステーション）を統括する地域医療連携

支援センターを令和５年度から設置する準備を進めました。 

【関連指標】 

・職員体制等 

令和４年度期末での職員体制は８６８人（退職４８人、採用３７人）で、期首から
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１１人減、前年度末比で１５人増です。 

〔職員体制の内訳（単位は人）〕 

 職種 期首 採用 退職 期末 

正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 正 嘱 契 

病

院 

 

 

医師 80 42  8 3  19 2  69 43  

看護師 418 10 29 3   9  1 412 10 28 

医療技術職 117 27 4 3  2 1 2  119 25 6 

事務職 36 50 28  1 10 1 5 4 35 46 34 

補助員 2 16 20   7   4 2 16 23 

  合計 879 37 48 868 

人事評価制度については、医療職を始めとする人材育成に有意的につながるよう、引

き続き人事評価制度の制度定着に努めました。評価結果を処遇や給与へ反映させる制

度については、医師に関して、先行して制度策定に努め、令和５年度導入する準備を進

めます。令和２年度から進めている「待遇改善・生産能力向上・正規職員転換実現プラ

ン」において、嘱託職員人事評価制度の導入を効果的に進める準備を行いました。 

病院の運営に携わる事務部門の強化のため、健診センター及び経営戦略室に配置す

る職員を採用しました。また、病院事業に精通した法人採用職員の育成のため、昇格基

準を見直しました。 
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１２ 要約した財務諸表 

（１）貸借対照表 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

有形固定資産 

無形固定資産 

投資その他の資産 

 

 

 

流動資産 

現金及び預金 

医業未収金 

施設運営事業未収金 

棚卸資産 

その他 

 

 

１０，２７５ 

９，４０８ 

３９７ 

４７０ 

 

 

 

９，３８９ 

６，６３７ 

１，８０３ 

８９１ 

５９ 

△１ 

 

 

 

 

固定負債 

引当金 

リース債務 

 移行前地方債償還債務 

 長期借入金 

その他 

 

流動負債 

未払金、未払費用 

一年以内支払リース負債 

引当金 

一年以内返済予定移行前 

 地方債償還債務 

一年以内返済予定長期借 

入金償還債務 

 その他 

１１，４４７ 

４，６５６ 

３４０ 

３，８６１ 

１，３７８ 

１，２１２ 

 

２，９４７ 

１，３０７ 

９３ 

３４４ 

７７９ 

 

３５０ 

 

７４ 

負債合計 １４，３９５ 

純資産の部 

資本金 

資本剰余金 

利益剰余金 

２６２ 

０ 

５，００７ 

純資産合計 ５，２６９ 

資産合計 １９，６６４ 負債純資産合計 １９，６６４ 

計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
 

（２）行政コスト計算書 

科目 金額 

Ⅰ 損益計算上の費用 １２，８８７ 

診療業務費 １１，２７０ 

一般管理費 ８５４ 

その他経常費用 ６４１ 

臨時損失 １２３ 

Ⅲ 行政コスト １２，８８７ 
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（３）損益計算書 

科目 金額 

経常収益（A） １３，７５３ 

診療業務収益 

その他経常収益 

１３，１８８ 

５６５ 

経常費用（B） １２，７６５ 

診療業務費 

一般管理費 

その他経常費用 

１１，２７０ 

８５４ 

６４１ 

臨時損益（C） △１２１ 

当期純利益（A-B-C） ８６７ 

 

（４）純資産変動計算書 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 ２６２  ４，１４１ ４，４０３ 

当期変動額   ８６７ ８６７ 

 利益処分による積立     

当期純利益   ８６７ ８６７ 

当期末残高 ２６２  ５，００７ ５，２６９ 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

科目 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） ２，６５５ 

   診療業務活動によるキャッシュ・フロー ２，７６４ 

   利息の受払額 △１０９ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △９１６ 

    運営費負担金収入 ６３３ 

  固定資産の取得による支出 △１，６５４ 

    その他 １０４ 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △６５０ 

Ⅳ 資金増加額（又は減少額）（D=A+B+C） １，０８９ 

Ⅴ 資金期首残高（E） ５，５４８ 

Ⅵ 資金期末残高（F=D+E） ６，６３７ 

計数は、端数をそれぞれ四捨五入しているため、合計で一致しないものがあります。 
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１３ 財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 

（１）貸借対照表 

令和４年度末現在の資産合計は１９，６６４百万円となり、対前年度比７２２百万円

減（４％減）となっています。これは、固定資産が対前年度比３００百万円減（３％減）

及び流動資産が対前年度比４２３百万円減（４％減）となったことが主な要因です。 

 

（２）行政コスト計算書 

   令和４年度の行政コストは１２，８８７百万円となっています。 

 

（３）損益計算書 

令和４年度の経常利益は９８８百万円となり、対前年度比１，９４３百万円減となっ

ています。なお、臨時損失１２３百万円を計上した結果、当期純利益は８６７百万円と

なり、対前年度比２，０６５百万円減となっています。 

 

（４）純資産変動計算書 

令和４年度の純資産は、前期末の未処分利益２，９３１百万円を積立金に処分し、当

期純利益８６７百万円を計上した結果、５，２６９百万円となりました。 

 

（５）キャッシュ・フロー計算書 

令和４年度末の資金残高は、６，６３７百万円となり、期首（５，５４８百万円）か

ら１，０８９百万円増加しています。 
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１４ 内部統制の運用に関する情報 

市民病院は、中期目標等に基づき法令等を遵守しつつ業務を行い、定款に定める法人

の目的を有効かつ効率的に果たすため内部統制制度を整備し、内部統制担当理事を責

任者とする体制により内部統制の推進を図っています。方針の策定を始め、内部統制を

統括推進する組織として内部統制推進委員会を設置しており、制度や体制の継続的な

見直しを図っています。 

令和４年度にはハラスメント対策について大きく見直しを行いました。内部統制委員

会の機能強化を図りハラスメント事案の調査検証を新たに所掌事項とし、事案に応じ

て外部の有識者に参画いただくなど、公正中立な対応を組織的に実施する体制を再構

築しました。 
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１５ 法人の基本情報 

（１） 沿革、組織図その他の法人の概要 

明治３２年 滋賀県立避病院（伝染病院）を大津市に移管、大津伝染病院開設 
明治４０年７月 大津市圓山病院と改称 

昭和１２年４月 
大津回生病院と改称、１市２箇村組合立伝染病院（大津市・雄琴村・

坂本村・下阪本村）として膳所錦町字打明に開設 
昭和３９年１月 現在地に移転、大津市民病院に改称 

平成２９年４月 
大津市が地方独立行政法人市立大津市民病院を設立し、病院事業及び

介護老人保健施設事業並びにこれに附帯する事業を法人に移管 
平成３０年３月 介護老人保健施設事業廃止 
令和２年３月 看護専門学校運営事業を廃止 

 
（２）設立に係る根拠法 
   地方独立行政法人法（法律第百十八号） 
 
（３）組織図 
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（４）事務所の所在地   

名 称 所在地 
市立大津市民病院 大津市本宮二丁目９番９号 

 

 


